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得点化による空間的特性からみる行政区の特徴把握 

―大分県姫島村の空間的特性と島民の生活行動の関係性についての研究（その１）― 
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7.都市計画― 4．地区とコミュニティ ―a.住環境 

空間的特性   空間的、定量的データ   得点化 

1 序論 

1-1 研究の背景 

周囲が海に囲まれる離島地域は、その地理的性質か

ら基盤整備の遅れ、教育や就労の場の不足などによる

若年層の島外流出、それにともなう出生率の低下など、

多くの問題を抱えている。加えて、全国的に人口の減

少や高齢化、過疎化などがおきている現在では、離島

地域においてもその影響は大きい。 

昭和 28 年以降、離島振興関連四法により、本土と

の格差是正や島民生活の安全や向上を図るべく、さま

ざまな施策が行われてきた。しかし、根本的な解決に

は繋がっていないのが現状である。 

一方で離島地域は、その地理的特性から地域の歴史、

文化、風土が現代まで受け継がれ、 島民同士のつなが

りも強く、寛厚かつ深厚な社会システムを構築し、 自

立的な地域として存続してきたことも事実である。 

1-2 既往研究における本研究の位置づけ・目標 

本研究の対象は、大分県姫島村である(図１)。姫島

村も上述の諸問題を抱える離島の一つである。姫野ら
1)は全国の離島の類型化を行い、対象とした全国 205

島のなかで最多の「標準的中小型離島かつ変化安定型

離島」注 1）に姫島村を分類している。また姫島村は、

生活産業基盤の早期整備や自立的な地域運営の取り組

み等により、多数の離島が市町村合併を行うなか、一

島一村として存続してい

ることを明らかにしてい

る。一方、社会関係資本

注 2）については、全国の

離島を複数の共同体が重

層的に存在する場合と、

そうでない場合に大きく 

 

 

二分し、姫島村はそのどちらでもなく変遷の過渡期に

あるとされている(2009 年)。しかしながら姫島村では

2011年現在、既存の共同体の枠にとらわれない共同体

が組織される等の動きがみえてきた。他方、山村ら 2）

は島民の姫島村の居住環境に対する高い満足度が明ら

かにしている。その裏には姫島村の空間的特性や島民

同士の強いつながりが関係していると考えられるが、

その検証には、より詳細な把握が必要と考えられる。 

そこで本研究では、島民の姫島村に対する高い満足

度の要因に迫るため、姫島村の行政区ごとの空間的特

性や島民の島内においての生活行動の傾向を把握する

ことを目標とする。 

1-3 研究の方法 

本研究では、施設立地や基盤整備等の居住環境と、

その居住環境の中で行われる交流活動などの生活行動

の関係性に着目している。 

まず本報(その１)では、主として空間的、定量的特

性として、各行政区の基本属性、地理的条件注3）、所有

率、契約率、用途施設の傾向を把握し、比較、考察を

する。施設については、用途別に分類を行う。最後に、

空間的、定量的傾向を得点化することで各行政区ごと

の特性を明確にすることを目的としている。 

2空間的、定量的データにおける行政区の特性 

2-1行政区について 

姫島村の行政区は 1区(西浦)、2区（北浦）、3区（南

浦）、4区（松原）、5区（大海）、6区(金・両瀬・稲積)

に分けられる。行政区の位置と施設立地を図 2に示す。 

2-2行政区の特徴 

行政区の特徴、各行政区における世帯当たりの所有

率・契約率を表１に示す。基本属性ついて、「人口」は

1区～4区で全島合計の約 80％以上を占めている。 

 

図１大分県姫島村の位置 
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その中でも4区は309人と最多で島内の約33%を占め

る。一方、5区、6区はそれぞれ全島合計の8.4％、8.9％

と低い値となっている。この傾向は、「世帯数」、「人口

密度」でもみられる。「面積」は 5区が 3.16k㎡と全島

の約 47%を占めている。「道路総延長」は、5 区が

15.85km、4 区が 12.78km とそれぞれ全島の 20％以上

を占める。 

地理的条件について、「フェリー乗り場までの距離」

は１区～4区までは1000m以内であるのに対し、5区、

6 区は 2000m 以上と大きな差がみられた。「漁港まで

の距離」については、どの行政区も 300m 以内の距離

内だが、そのなかでも 157mと 5区が最も近い。 

 所有率・契約率について、行政区間で「人口」、「世

帯数」に差があるため、世帯数当たりに換算して比較

する。「総船数」は 5 区は 0.689 隻/世帯、6 区は 0.667

隻/世帯と全行政区の平均(0.257 隻/世帯)を大きく上回

っている。「車両保持数」は全行政区平均が 1.94 台で

ある。1 世帯当たり 2 台程度所有していることから、

島全体でかなりの普及が確認された。「インターネット

契約率」は 5 区が最多の 34.4%であり 6 区が最小の

19.2%となっている。「CATV 契約率」はどの地区も

90％以上と普及が進んでおり差はみられない。 

 

2-3 姫島村の施設立地特性 

 行政区ごとの施設立地注4)の特性について、件数、面

積を行政区内の全施設に占める各施設の割合をそれぞ

れ件数率、面積率として把握する(表 3)。以下に各区の

特徴的な点を列記する。 

1 区：住居の件数率が 91.6%と施設のほとんどを占

め、住宅に特化した行政区といえる。また業務施設の

面積率が 11.9％と島内最大であるのに比べ、件数率は

2.1％と最小であることから、島内では大規模な業務施

設が立地していることがわかる。 

2区：公共施設の件数率が 0.9％と島内最小であるの

に比べ、面積率は 5.3％と 2番目であることから、大規

模な公共施設が少数立地していることがわかる。 

3区：公共施設の面積率が19.8％、件数率が 4.6%と

ともに 6 区中最大である。また業務施設の件数率も

6.9%と島内最大である。 

4区：商業施設の面積率が13.6%、件数率が 12.2%と

ともに島内最大である。 

5 区：公共施設の面積率は 0.8%と島内最小である。

また商業施設の面積率も 1.9%、件数率も 2.7%と 6 区

中最小であり、商業施設も小規模かつ少数の立地であ

るといえる。 

表 1 行政区ごとの特徴、各地区における世帯当たりの所有率・契約率 

図 2 行政区の位置と施設立地 

１区(西浦) 2区(北浦) 

3区(南浦) 

4区(松原) 5区(大海) 

6区(金・両瀬・稲積) 

男性 190 17.0% 213 19.0% 133 11.9% 389 34.7% 94 8.4% 101 9.0% 1120 100%

女性 198 15.6% 237 18.6% 219 17.2% 399 31.3% 108 8.5% 112 8.8% 1273 100%

計 388 16.2% 450 18.8% 352 14.7% 788 32.9% 202 8.4% 213 8.9% 2393 100%

137 14.7% 181 19.5% 163 17.5% 309 33.3% 61 6.6% 78 8.4% 929 100%

0.28 4.2% 0.27 4.0% 0.78 11.6% 0.52 7.7% 3.16 47.0% 1.72 25.6% 6.73 100%

3.45 5.7% 7.59 12.6% 11.45 19.0% 12.78 21.3% 15.85 26.4% 9.01 15.0% 60.13 100%

地理的

条件

世帯当たり

所有率   ・

契約率

行政区

19.2% 28.5%
98.4% 94.9% 100.1%

0.667隻 0.257隻
1.68台 1.38台 1.94台

0.159隻
1.90台
30.4%
103.6%

0.689隻

34.4%

0.21隻
1.80台
32.6%
101.7%

0.117隻
2.11台
28.2%
101.2%

船舶所有率(/世帯)
車両所有率(/世帯)

インターネット契約率(/世帯)
CATV契約率(/世帯)

0.28隻
2.43台
21.9%
92.7%

249298

2200 金 2772 両瀬 3664 稲積 4436

1515

428

6区 合計

人口(人)

世帯数(世帯)

面積(k㎡)

基本属性

2区

人口密度(人/k㎡) 1386

1区 3区 4区 5区

124 356

漁港（見張所）までの距離(m)

64

157

1667 451

157261166

道路総延長(m)
418566730フェリー乗り場までの距離(m)
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6 区：業務施設の面積率が 2.3%と島内最小である。

また件数率も2.2%と低く、小規模かつ少数の立地であ

るといえる。 

3空間的、定量的データによる行政区の得点化 

3-1行政区の生活環境を説明する４つの軸 

本研究では空間的、定量的データの評価を行う際、

島民の姫島村に対する満足度に影響を与えると考えら

れる「生活利便性」や「雇用の場」に注目した。その

2つの視点より、19個の空間的、定量的データの評価

項目を「1・2次産業」「3次産業」「生活維持」「社会基

盤」の４つに分類し(以下、４つの軸とする)、行政区

の特性や行政区間の比較を行う(表４)。またそれぞれ

の施設において「面積、数、距離」のうち満足度に最

も影響を与えると考えられる項目を選定し、行政区ご

とに得点化を行う。その目的は、基本属性、地理的条

件、契約率、加入率、施設立地特性それぞれ単体のデ

ータのみでは把握することが難しい行政区の相対的位

置や特性について総合的な把握を行うためである。 

3-2得点化の手法 

(1)評価項目 

 用途施設において面積を使用する項目は、「1次産業

系施設、宿泊施設、サービス施設(3次産業)、物販関連

施設(3 次産業)、行政施設(3 次産業)」であり、件数を

使用する項目は「2 次産業系施設、社会基盤系施設、

教育・医療・福祉施設、サービス施設(生活維持)、物

販関連施設(生活維持)、行政施設(生活維持)」である。

算出項目、使用データ、採用理由を表 4に示す。 

(2)算出方法 

 本研究では偏差値を用いて得点化を行う(表5)。まず、

各項目の数値を人口 1000 人当たりの値に換算し個別

指標を求める。また、個別指標、島平均値、標準偏差

を利用し、各施設の個別偏差値を算出する。各軸ごと

の偏差値は、個別偏差値の平均値とする。 

3-3得点化の結果 

 各行政区において軸ごとの偏差値を算出して、レー

ダーチャート化したものを図 3に示す。網掛け部分は

各項目の偏差値、破線部は島内標準の 50としている。

各行政区ごとに（1・2次産業, 3次産業, 生活維持, 社

会基盤）の順で述べる。  

1区：（47.1, 43.6, 43.2, 46.9）とすべての軸が島内標

準を下回っている。これは 2章でも述べたように、住

宅に特化した行政区であり、住宅以外の用途施設数が

他の行政区よりも少ないためであると考えられる。 

2区：（49.9, 51.5, 47.8, 50.5）とすべての軸が島内標

準の 50に近い値となっており、島内において最も標準

的な地区といえる。 

 3区：（58.9, 60.2, 63.6, 59.5）とすべての軸が島内標

準を大きく上回っている。特に 3次産業、生活維持の

施設に関しては、大規模または多数の行政施設、教育・

医療・福祉施設の立地が影響していると考えられる。 

教育・福祉・医療 0 0.0% 1 0.5% 5 2.3% 3 0.9% 0 0.0% 1 1.1%
行政 2 1.4% 1 0.5% 5 2.3% 1 0.3% 1 1.4% 2 2.2%

宿泊施設 1 0.7% 4 1.9% 1 0.5% 4 1.2% 0 0.0% 1 1.1%
サービス 2 1.4% 3 1.4% 3 1.4% 10 2.9% 1 1.4% 1 1.1%
物販関連 2 1.4% 9 4.2% 11 5.1% 28 8.1% 1 1.4% 3 3.4%
１次産業 1 0.7% 2 0.9% 2 0.9% 2 0.6% 1 1.4% 1 1.1%
２次産業 2 1.4% 8 3.8% 8 3.7% 10 2.9% 1 1.4% 0 0.0%
３次産業 0 0.0% 1 0.5% 5 2.3% 2 0.6% 2 2.7% 1 1.1%

教育・福祉・医療 0 0.0% 1,217 4.5% 3,640 13.0% 1,453 3.8% 0 0.0% 307 2.8%
行政 290 1.7% 222 0.8% 1879 6.7% 160 0.4% 82 0.8% 164 1.5%

宿泊施設 218 1.3% 1161 4.3% 52 0.2% 1083 2.8% 0 0.0% 320 2.9%
サービス 271 1.6% 351 1.3% 248 0.9% 1181 3.1% 46 0.4% 69 0.6%
物販関連 257 1.5% 912 3.4% 1266 4.5% 2927 7.7% 147 1.4% 186 1.7%
１次産業 600 3.5% 600 2.2% 465 1.7% 1,329 3.5% 162 1.6% 138 1%
２次産業 1239 7.2% 1239 4.6% 1502 5.4% 229 0.6% 228 2.2% 0 0%
３次産業 190 1.1% 190 0.7% 848 3.0% 18 0.0% 230 2.2% 123 1%

100%100% 38,237 100% 10,300 100% 11,126合計 17,100 100% 27,057 100% 27,944
歴史・観光 52 0.3% 449 1.7% 352

公園 1161 6.8% 1085 4.0% 3,071
149

15.1%11.0% 8,321 21.8% 1709 16.6% 1,681
1.3%1.3% 35 0.1% 20 0.2%

575

10.1%

商業施設 746 4.4% 2,424 9.0% 1,566

247 4.1%

471

業務施設 2,029 11.9% 2,029 7.5% 2,815

4.2%

74.5% 7,989 71.8%27,974 73.2% 7,676

5.2%

620 6.0% 261 2.3%

5.6% 1351 13.6% 193 1.9%

100% 73 100% 89 100%

面

積

(

㎡

)

住居 14,035 82.1% 19,631

公共施設 290 1.7% 1,439 5.3% 5,519 19.8%

72.6% 17,692 63.3%

309 4.2% 82 0.8%

合計 144 100% 213 100% 216 100% 344
3 1.4% 2

3 3.4%
歴史・観光 1 1% 2 0.9% 2 2.2%0.6% 1 1.4%

業務施設 3 2.1% 11 5.2% 1 2.2%

公園 2 1.4% 2 0.9% 2 0.9% 3

15 6.9% 14 4.1% 4 5.5%

0.9% 2 2.7%

2 0.9% 3 3.4%

商業施設 5 3.5% 16 7.5% 15 6.9% 42

10 4.6% 4 1.2% 1 1.4%

12.2% 2 2.7% 5 5.6%

6区

件
数

(

件

)

住居 131 91.0% 180 84.5% 171 79.2% 279
行政区 1区 2区 3区 4区 5区

81.1% 63 86.3% 75 84.3%

公共施設 2 1.4%

表 3 施設立地特性 

表 5 偏差値算出表(例：1区) 

表 4 評価項目、使用データ、採用理由 
評価軸 採用するデータ 採用理由

面積 構成として漁師の漁具庫や集会所などが中心で、面積が大きいほうが作業性が高いと考えられるため。

数 雇用機会が多くいはない姫島にとっては、雇用の場が多様であるほうが満足度につながると考えられるため。

距離  -

数  -

面積 個人経営が多いため、件数が多くても小規模店舗では雇用機会が多いとは考えにくいため。

面積 個人経営が多いため、件数が多くても小規模店舗では雇用機会が多いとは考えにくいため。

面積 個人経営が多いため、件数が多くても小規模店舗では雇用機会が多いとは考えにくいため。

数 雇用機会が多くいはない姫島にとっては、雇用の場が多様であるほうが満足度につながると考えられるため。

数 雇用機会が多くいはない姫島にとっては、雇用の場が多様であるほうが満足度につながると考えられるため。

面積
ワークシェアリングを行う姫島にとって行政施設は重要な就労先と考えられ、面積が大きいほうが雇用能力も高くなる
と考えられるため。

数 生命・生活維持には不可欠であり、離島の地理的条件から地区内に数多くあった方が満足度につながると考えられる。

数
姫島島内の商業店舗は住民のコミュニティ生成の場になると考えられ、規模よりもその場の数が多いほうが満足度に
大きな影響を与えると考えられるため。

数
姫島島内の商業店舗は住民のコミュニティ生成の場になると考らえれ、規模よりもその場の数が多いほうが満足度に
大きな影響を与えると考えられるため。

数 生命・生活維持には不可欠であり、離島の地理的条件から地区内に数多くあった方が満足度につながると考えられる。

距離  -

数  -

数  -

距離  -

数  -

1

・
2
次

産
業

1次産業系施設

2次産業系施設

漁港までの距離

船数

評価項目

3
次
産
業

宿泊施設

サービス施設

物販関連施設

社会基盤系施設

教育・医療・福祉施設

行政施設

生
活
維

持

教育・医療・福祉施設

サービス施設

物販関連施設

行政施設

社
会

基
盤

道路延長

インターネット契約数

CATV契約数
フェリー乗り場までの距離

車両保持数

個別指標
数値 人口 ×1000 D＝

B A C B×C/A

１次産業系施設 面積 302 388 1000 778.35 1960.21 1189.07 40.06

２次産業系施設 件数 1 388 1000 2.58 5.58 4.40 43.18
漁港までの距離 ｍ 166.00 214.67 56.70 58.58

39 388 1000 100.52 125.53 73.37 46.59

宿泊施設 面積 218 388 1000 561.86 1003.09 920.22 45.21
サービス施設 面積 271 388 1000 698.45 922.86 556.77 45.97
物販関連施設 面積 257 388 1000 662.37 1933.51 1300.01 40.22
社会基盤系施設 面積 0 388 1000 0.00 816.81 858.54 40.49
教育・医療・福祉施設 面積 0 388 1000 0.00 2721.76 3542.08 42.32
行政 面積 290 388 1000 747.42 1258.64 1845.09 47.23

教育・医療・福祉施設 件数 0 388 1000 0.00 4.15 4.82 41.39
サービス施設 件数 2 388 1000 5.15 7.11 2.82 43.05
物販関連施設 件数 2 388 1000 5.15 18.50 11.80 38.70
行政 件数 2 388 1000 5.15 5.37 5.00 49.56

3450 388 1000 8891.75 32544.56 23372.86 39.88
30 388 1000 77.32 105.46 24.18 38.36

127 388 1000 327.32 375.92 57.75 41.59
730.00 5155.30 6470.32 56.84

333 388 1000 858.25 720.52 171.03 58.05

１区

実数

名称 島平均 標準偏差 名称

43.6

-

3次産業 3次産業

個別偏差値 偏差値

１次・２次
産業

１次・２次
産業

47.1

道路延長

インフラ インフラ 46.9
インターネット契約数
CATV契約世帯数

フェリー乗り場までの距離 -
車両保持数

船数

生活維持 生活維持 43.2
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4区：（43.4, 52.6, 56.3, 53.4）と 1・2次産業のみが島

内標準を下回った。漁港までが最長距離であるのと所

有船数が少ないことが影響していると考えられる。     

 5区：（54.1, 42.8, 40.4, 46.8）と 1・2次産業のみが島

内標準を上回り、4 区とは対称的な結果となった。こ

れは、漁港までが最短距離であるのと世帯当たりの船

数が多いためであり、他の軸が島内標準を下回ったの

は住宅以外の施設数が少ないためだと考えられる。 

 6区：（46.6, 49.3, 49.2, 40.8）と 4つすべての軸が島

内標準を下回っている。5 区や 1 区と同様、住宅以外

の用途施設数が少ないためだと考えられる。特に社会

基盤が大きく島内標準を下回っている理由としては、

フェリー乗り場からの距離が最長であることが影響し

ていると考えられる。 

４総括 

 本報(その１)では各行政区を空間的・定量的特性か

ら把握することによって、比較・考察した。 

 まず基本属性、地理的条件、所有率、加入率、施設

立地と項目ごとに考察してきたが、ここでは大きく 2

つ（1~４区と 5~6 区）で特徴の違いがみられた。1 区

から 4区は、島外への移動手段で必要不可欠なフェリ

ー乗り場や中枢機能をもつ施設、教育・医療・福祉施

設、また多くの商業施設が集中して立地していること

がわかる。漁業が基幹産業である姫島村のなかでも、 

 

 

 

5区、6区は特に世帯当たりの保有船数が高い。この 

このとから特に漁業に特化した行政区と考えられる。

得点化による行政区の特性把握では、軸によってばら

つきがある地区もあれば、均一な地区もあった。なか

でも 3区は均一かつ偏差値が最も高い地区であった。

空間的・定量的傾向を得点化という方法で総合的にみ

ることで、2章とは異なる傾向も詳細に把握できた。 

 今後は、本報で示した姫島村の空間的特性と島民の

島内における生活行動の関係性を検証することによっ

て、島民の姫島村に対する高い満足度の要因を探る必

要があると考えている。                                                              

 

補注） 

注1）対象離島205島のうち61島と最多の分類。その他の分類として「標準的中小型

変遷離島×変化安定型離島」「標準的中小型離島×産業他変動型離島」「孤立型離島×人

口変動産業安定型離島」「標準的中小型離島×人口産業安定型離島」がある。 

注2）社会関係資本(Social Capital)：人々が持つ信頼関係や人間関係のネットワークで

形成された資本として定義する。 
注 3）距離算出については行政区内の全建物の重心と対象施設の重心までの距離とす

る。漁港までの距離については各行政区の見張所の重心までの距離とする。 

注4）施設件数、 面積に関しては、2008Z-mapⅡ姫島村のデータのみ算出  (火葬場・

海岸寺を除く ) 
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